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１ 市政の状況 

1．人口状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 人口階層別の人口推移及び将来人口推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

5.4 

6.3 

8.1 

10.2 

11.6 

13.6 
14.3 

14.7 15.0 15.1 15.0 14.8 

13.7 

12.2 

10.5 

8.9 

7.3 

0

2

4

6

8

10

12

14

16

1967 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065 2070

人口推移及び推計
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8％

現在

生産年齢人口

49％

年少人口

43％

20年で
17％減少

後期高齢者

前期高齢者 高齢者人口

（万人） 人口ピーク

15年間で
84％増加 6％

68％

26％

出典「埼玉県町（丁）字別人口調査結果報告」（外国人を含む）(各年1月1日)

「入間市人口推計」（令和２年３月時点トレンド変更版）

50年で
51％減少

9％

52％

39％

12％

59％

29％

2024年1月1日現在
144,732人
高齢者人口 ：44,480人
生産年齢人口：85,100人
年少人口 ：15,152人

20年で
18％減少

50年で
51％減少

出典：「埼玉県町（丁）字別人口調査結果報告」（外国人含む）（各年 1月 1日） 

「入間市人口推計」（令和 2年 3月時点トレンド変更版） 

 

 総人口は、平成 22（2010）年をピークに減少に転じています。 

 生産年齢人口比率も平成 22（2010）年をピークに減少し、高齢化が一

気に進行する傾向になっています。 

 将来人口の規模、構成の大きな変化は、公共施設サービスの需要量と

内容に大きな影響を与えるものと考えられ、公共サービスに対すニー

ズの変化への適切な対応が必要になります。 
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市政の状況 

2．地域状況 

（1）地域区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 地域区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 地域区分は、生活圏域として分けられる 9つの地域（豊岡第一、豊岡第

二、豊岡第三、東金子、金子、宮寺･二本木、藤沢第一、藤沢第二）に

分け、公共施設の整備状況等を整理しています。 
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状況 

（2）地区別人口の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 地区別人口の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 主な公共施設の配置状況 

 人口減少が最も大きい地区が豊岡第三地区で 39％減、次いで宮寺・二本

木地区が 37％減、藤沢第二地区が 26％減となっています。 

 地区によって人口変化の状況が異なっていることから、地域の状況に応

じた公共施設マネジメントが求められます。 

出典：国土交通省 国土技術政策総合研究所 「将来予測・世帯予測ツール V3」より作成 
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（３）地域実態マップ 

 

  

• 令和 5(2023)年 4月に、地区公民館 13館、支所 5か所、出張所 2か所、地域包

括支援センター9か所の施設を 9地区センター・4分館へ再編しました。 

• 小学校への複合化や学童保育室の増設を実施しました。 

• 耐震性能不足の市民会館を閉鎖。新たな場所での新設を検討しています。 
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（４）地区別主要施設配置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
地域住民1人当りコス

ト
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4.05

億円
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円/人

豊岡第一地区、豊岡第二地区、豊岡第三地区 

主要施設トータルコスト 

※人口：令和 6（2024）年 4月 
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図表 主要施設の配置状況 

合計 第一 第二 第三

面積（k㎡） 7.33 2.87 1.96 2.50

人口（人） 52,992 25,726 10,710 16,556

人口密度

  （人/k㎡）
7,229 8,964 5,464 6,622

合計 第一 第二 第三

延床面積（㎡） 139,755 54,251 55,778 29,726

1人当りの

保有量（㎡/人）
2.64 2.11 5.21 1.80
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東金子地区 

図表 主要施設の配置状況 

※人口：令和 6 年 4 月 

図表 主要施設の配置状況 

※人口：令和 6 年 4 月 
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延床面積（㎡） 45,562

1人当りの

保有量（㎡/人）
2.87

面積（k㎡） 12.34

人口（人） 9,115

人口密度

  （人/k㎡）
739 延床面積（㎡） 17,599

1人当りの

保有量（㎡/人）
1.93

主要施設トータルコスト 

東金子地区 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

東金子地区

（万円）

地域住民1人当りコス

ト

17,737

円/人

2.82

億円

地域住民一人 

当たりコスト 

主要施設トータルコスト 

金子地区 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

金子地区

（万円）

地域住民1人当りコス

ト

49,334

円/人4.50

億円

地域住民一人 

当たりコスト 



7 

狭山小学校

狭山学童保育室
博物館

老人福祉センターやまゆり荘

武蔵中学校

二本木保育所

宮寺・二本木地区センター
二本木分館

宮寺・二本木地区センター

宮寺配本所（図書館）

宮寺地区体育館

宮寺小学校

宮寺学童保育室

宮寺保育所

二本木寿会不老会

北中野不老会

的場ことぶき会

宮寺ひむがしクラブ

南部不老会

小ヶ谷戸寿会

宮寺松葉会

武蔵台地区むさしの会

縄竹長生会

武蔵藤沢台悠友クラブ

北中野福寿会

西武地区センター

西武・西武第二
学童保育室

文化創造アトリエ・
アミーゴ

西武小学校

西武中央保育所

野田中学校

西武地区体育館

西武中学校

仏子小学校

仏子学童保育室

西武清寿会

新光はなみずき会

西武明寿会

上仏子老人クラブ新和会

図書館西武分館

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 主要施設の配置状況 主要施設トータルコスト 

宮寺・二本木地区 

※人口：令和 6 年 4 月 
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図表 主要施設の配置状況 

西武地区 

※人口：令和 6 年 4 月 
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面積（k㎡） 9.35

人口（人） 11,202

人口密度

  （人/k㎡）
1,198

延床面積（㎡） 28,119

1人当りの

保有量（㎡/人）
2.51

面積（k㎡） 4.95

人口（人） 21,094

人口密度

  （人/k㎡）
4,261

延床面積（㎡） 35,368

1人当りの
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東藤沢地区センター

藤沢東小学校

藤沢東・藤沢東第二
学童保育室
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藤沢第3支部長寿会
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藤沢第一地区、藤沢第二地区 

主要施設トータルコスト 

※人口：令和 6（2024）年 4月 
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図表 主要施設の配置状況 

藤沢第一地区 

藤沢第二地区 

合計 第一 第二

面積（k㎡） 4.85 3.99 0.86

人口（人） 33,988 23,695 10,293

人口密度

  （人/k㎡）
7,008 5,939 11,969

合計 第一 第二

延床面積（㎡） 52,138 43,085 9,053

1人当りの

保有量（㎡/人）
1.53 1.82 0.88

藤沢地区第二 
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１ 市政の状況 

３．財政状況 

（１）歳入 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 歳入の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 普通会計の歳入規模はおおむね 400億円で推移しています。 

 令和 2、3年度を除くと、使途が特定される「特定財源」、市が自由な裁

量を持つ「一般財源」共に増加傾向にあります。 

 市税の割合は、前回白書時の平成 24（2012）年度の 52.4％から、令和 4

（2022）年には 44.1％に減少しています。 

(出典：平成 25 年度～令和 4年度 決算カード) 

（出典：令和 4 年度決算カード） 

【歳入の内訳】 【参考：県内平均】 
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１ 市政の状況 

 

（２）歳出 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 歳出の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 支出が義務的で任意では削減できない「義務的経費」は、令和 4（2022）

年度には 248億円になっており、今後も、高齢化の一層の進展や少子化対

策等による増加が見込まれるため、「義務的経費」の増大が予想されま

す。 

 今後は、公共施設等に対する財源をいかに確保するかが課題になります。 

(出典：平成 25 年度～令和 4年度 決算カード) 

（出典：令和 4 年度決算カード） 

【歳出の内訳】 【参考：県内平均】 
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１ 市政の状況 

４．保有する資産の状況 

（１）公共施設の築年別整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 公共施設の築年別整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本市が保有する建物の延床面積 33万 590㎡のうち、200㎡未満の付属屋

等を除いた面積は 31万 8,542㎡です。このうち、旧耐震基準で建設され

た建物は 13 万 7,060 ㎡（43％）、新耐震基準で建設された建物は 18 万

1,482㎡（57％）となっています。 

 築 30 年以上経過した建物が約 26.5 万㎡で、その内、学校教育関連施設

が約 15.9万㎡（約 60％）を占めています。 
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博物館
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武蔵中学校

金子中学校

新耐震基準施設（昭和57年以降）

18万1，482㎡(57.0％)

ハード整備→ソフト整備へ切り替え

第4次総合計画

児童センター

市庁舎(C棟)

築50年以上
6.6万㎡
（20.8%）

市民体育館

市庁舎(A・B棟)

産業文化センター
・図書館本館
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１ 市政の状況 

 

（２）公共施設の 9地区ごとの整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 公共施設の 9地区ごとの整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 豊岡第一地区・豊岡第二地区に延床面積約 5.4万㎡（17％）と 5.6万㎡

（17％）の公共施設が集まっており、豊岡地区で見ると約 14.0 万㎡

（44％）と多くの公共施設が立地しています。 

 建物用途別にみると、地区センターが 9 地区に配置されているため、

すべての地区に行政系施設が配置されています。また、学校教育系施

設もすべての地区に配置されています。そのほかに、子育て支援施設

等はどの地区でも比較的近い割合で配置されています。 

（㎡） 
（㎡） 
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１ 市政の状況 

５．施設の単純更新・改修に係るコスト試算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 今後の建替え・改修にかかるコスト試算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 本市が現在保有する公共施設の規模をそのまま維持すると仮定した場

合、建替え・大規模改修にかかるコストは、令和 7 年度から令和 46 年

度までの 40年間で、総額 2,823億円（年平均 70.6億円）かかる見込み

となっています。 

 この金額は、本市の過去 5 年間の投資的経費の平均額 14.2 億円の約 5

倍となっており、今後の公共施設マネジメントにより乖離の縮小が求

められます。 
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2 入間市公共施設マネジメント白書のまとめと総合管理計画への展開 

• 公共施設等の適正な維持管理と整備計画の推進を図るためには、マネジメントに必要な情

報の収集・整理・共有と、全体の予算編成状況を踏まえた計画の立案・見直しが必要です。 

• 今後予定されている総合管理計画の改定においては、以下の視点をもとに、より具体化し

実効性の高い計画の策定につなげます。 

•  

金子

東金子

西武 豊岡第三

豊岡第二

宮寺・二本木

豊岡第一

藤沢第一

藤沢第二

西武

金子

宮寺・
二本木

東金子

豊岡第三

入間市公共施設マネジメント白書のまとめと総合管理計画への展開
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31.5万㎡

現状の投資的経費で
維持できる施設は

(年度)

20％大規模改修積み残し
（令和７年～46年度）
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学校

32.3万㎡

2.14㎡/人

37％

築30年以上64％

築40年以上 （56％）

５５％

学校

31.9万㎡

2.20㎡/人

24％

築30年以上83％

40年間 2,823億円

70.6億円/年
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✓ 人口は当初推計の予測通り
で推移しているが、少子高
齢化は着実に進行

✓ 生産年齢人口の減少が急速
に進む

✓ 20年後以降急激に減少し、
今後50年で半減する予測

✓ 市街化区域が過半を占める
地区と市街化調整区域が過
半を占める地区があるなど、
地区によって人口変化・土
地利用の状況等が大きく異
なる

✓ 扶助費が増加し、その分、投
資的経費が減少・圧縮され
ている

✓ 投資的経費の割合は県内平
均以下で、人口構造の変化
をみても、今後もますます
財政状況は厳しくなる

✓ 保有量は4000㎡減だが、人

口減少が進行し、１人当たり
面積は増加

✓ 築40年以上の割合が２倍増
加し、老朽化が進行

✓ 学校の割合は変わらず過半
を占めており、児童生徒数
が10年間で2000人以上減

少しているが学校数は変
わっていない

✓ 老朽化が進行しているため、
今後の維持更新費用も約
1.5倍増加しており、今後も
莫大な費用が必要となる

✓ 運営の見直しなど、改善に
取り組んでいる。

✓ 面積過半を占める学校に関
係する施設の取組が進んで
いない

実態・課題

⚫ 公民館の地区センター化
（中央公民館機能移転）

⚫ 幼稚園廃止
保育所１施設民設民営

⚫ 学童はニーズに応じて施設を設置

⚫ 図書館分館、児童センター、博物館、老人福祉センターで
指定管理者制度を導入

総合管理計画の方針の見直し

市の重要計画との連動

（10年間のまちづくり目標）
「みんなでつくる 住みやすさが実感でき
るまち いるま」

総合計画

⇒ 「住みやすさが実感できるまちづくり」の
実現に向けて、これからの社会情勢や市
民ニーズに合わせて公共施設における
サービス内容や機能を見直し、それに伴
う施設の再整備・再配置を進める

総合戦略

（テーマ）
「元気な子どもが育つまち」

⇒ 若い世代に「住みたい、住んでみた
い」まちとして選択してもらう
小・中学校や保育所、学童保育室な
ど、子どもが長い時間を過ごす公共
施設の「質」を充実させる

行革大綱

① 社会情勢の変化
や市民ニーズを
捉えた行政サービ
スの見直し

② 多様な事業主体
によるサービス提
供体制の構築

③ 簡素で効率的な
組織体制の構築

4.4倍 5.0倍

26.7％

扶助費３倍

5.7％

投資的経費
さらに圧縮

<歳出の推移>

<歳出の推移>

９地区を軸に公共施設の再整備を進め
るのが望ましい

豊岡第二

藤沢第二

-8％
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豊岡第一

金子

0.7

0.91.1

-25％

•人口は最も多い.
•今後減少、高齢
化の進行が始ま
る。

•農地が地域
の大半
•人口密度は
低く、減少
傾向にある

藤沢第一
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今後、50年で半減ほぼ予測とおり

生産年齢人口

地域によって
状況が異なる

20年間で

次ページ参照

課題のまとめ

生産年齢人口減少
による税収の減少
などで、今後さらに
投資的経費の確保
が厳しくなる

公共施設の過半を
占める学校の再編
を確実に進めるこ
とが公共施設マネ
ジメントの推進に
は不可欠

社会情勢や市民
ニーズの変化に柔
軟に対応すること
が必要

用途廃止や機能の見直し、施設
の集約化・複合化等を進め、施設
数と面積の削減を推進する

データに基づく「学校再編計画」
のほか、施設用途ごとの計画を
策定し、確実に進める

地域の拠点となる地区センター
や学校を、複合化・共用化などで
機能向上し“住みやすさが実感
できる街づくり” につなげる

カルテを活かした情報の一元化、
継続的なデータ更新により変化
の激しい時代に柔軟に対応

厳しい財政状況に対応するため、
管理運営の見直しや広域連携、
民間との役割分担等により、さ
らなるコスト縮減を目指す

地域の実情に応じ
た機能の見直しや
施設再編が必要


